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中長期的にみて年平均１％以上のエネルギー消費原単位の改善事業者の目標

判断基準[1]の遵守（管理標準[2]の設定、省エネ措置の実施等）遵守すべき事項

－中長期計画書※、定期報告書

－（エネルギー管理統括者等の）選任届

提出すべき書類

－エネルギー管理統括者 及び エネルギー管理企画推進者選任すべき者
事
業
者
の
義
務

－特定事業者（大学法人単位）事業者の区分

未満

１，５００ｋℓ
１，５００ ｋℓ以上

年間エネルギー使用量
（原油換算）

[1] 工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準。（平成21年3月31日経済産業省告示66号）
[２] 判断基準のなかで、エネルギーの使用の合理化を適切かつ有効に実施するために、

「管理標準」を設定することが義務づけられている。

※中長期を見通した施設・設備更新等の計画。
投資効果を考慮した、実効性ある計画とするために経営層の主導的な参画が必要

エネルギーの使用の合理化に関する法律(省エネ法）に関する規制
～事業者（大学）としての義務～

地球温暖化対策に関する規制の動向 ～大学としての義務～

2007年度以前 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2020年度

京都議定書

▼COP15（コペンハーゲン合意）

▼COP16（メキシコ予定）

▽６月改正 ▼4月施行

　※温室効果ガス算定排出量の報告義務。 (注）エネルギー使用以外の温室効果ガス。

▽５月改正 ▼4月施行

　※エネルギー使用状況届出，エネルギー管理者の選任届出，中長期計画書・定期報告書の提出義務。

　※省エネ措置届出義務（新築・増築・改修），維持保全の状況について3年毎の報告義務。

▼１０月試行排出量取引開始

▽６月改正 ▼４月施行▼４月排出量取引開始【参考】
東京都
環境確保条例

工場・事業場

住宅・建築物

国内排出量取引制度

地球温暖化対策基本法
（仮称）

地球温暖化対策

ポスト京都議定書

省エネ法

温対法

温室効果ガスを1990年比５年間平均６％削減

事業所(キャンパス）単位規制
（キャンパス単位1,500kl以上）

事業者（法人）単位規制
（法人単位1,500kl以上）

省エネ措置届出・維持保全定期報告
（2,000㎡以上）

省エネ措置届出・維持保全定期報告
（300㎡以上）

温室効果ガスを1990年比２５％削減

事業所(キャンパス）単位報告
（省エネ法のエネルギー管理指定工場，
キャンパス単位3,000tCO2以上（注））

事業者（法人）単位報告
（法人単位エネルギー使用量1,500kl以上，法人単位3,000tCO2以上（注））

経済成長を図りつつ地球温暖化対策の推進
公平かつ実効性ある国際的枠組みの構築や意欲的な目標の合意を前提として，
温室効果ガスを1990年比2020年までに25％，2050年までに８０％削減を目標。

　　総量削減義務と排出量取引制度
　　（事業所単位1,500kl以上）

計画書制度
（事業所単位1,500kl以上）
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○地球温暖化対策の一層の推進のためには、大幅にエネルギー消費量が増加している業務・家庭部門における省エネルギー
対策を強化することが必要。

○そのため、省エネ法を改正し、オフィス・コンビニ等や住宅・建築物に係る省エネルギー対策を強化します。

部門別のエネルギー消費の動向

出典：総合エネルギー統計、国民経済計算年報

大規模な住宅・建築物（2000㎡以上）の建築をしようとする者等に

対し、省エネルギーの取組に関する届出を提出する義務等

①大規模な住宅・建築物に係る担保措置の強化（指示、公表に加
えて命令を導入）。

②一定の中小規模（300㎡以上）の住宅・建築物も届出義務等の

対象に追加。
③住宅を建築し販売する事業者に対し、住宅の省エネ性能向上を

促す措置を導入（多数の住宅を建築・販売する者には、勧告、
命令等による担保）。【いわゆる“住宅トップランナー基準”】

④住宅・建築物の省エネルギー性能の表示等を推進。
これらにより家庭・業務部門における省エネルギー対策を強化。

改正

＜現行＞

＜改正後＞

一定規模以上の大規模な工場に対し、工場単位のエネル
ギー管理義務

①事業者単位（企業単位）のエネルギー管理義務を導入。

②フランチャイズチェーンについても、一事業者として捉え、
事業者単位の規制と同様の規制を導入。

改正

＜現行＞

＜改正後＞

現行省エネ法規制のカバー率
（エネルギー使用量ベース）

％0 25 50 75 100

業務部門

産業部門
約９割

約１割 改正により増加

これらにより製造業を中心とした工場だけでなく、オフィスや
コンビニ等の業務部門における省エネルギー対策を強化。

対策１．業務部門等に係る省エネルギー対策の強化

事業者単位の規制体系の導入

その他の措置

各企業の省エネルギーの取組については以下の状況を勘案し
て総合的に評価することを規定。

・業種毎の省エネルギーの状況（セクター別ベンチマーク策定）

・複数の事業者が共同して省エネルギーを行う取組
（共同省エネルギー事業）

＜改正後＞

対
策
強
化
が
必
要

対策２．住宅・建築物に係る省エネルギー対策の強化

1.1倍

1.3倍

1.0倍

民生（業務・家庭）部門

運輸部門

産業部門

１９９０－２００７比較
GDP
1.2倍

エネルギーの使用の合理化に関する法律の一部を改正する法律の概要エネルギーの使用の合理化に関する法律の一部を改正する法律の概要
（資源エネルギー庁作成）

設置しているすべての工場・事業場の年間のエネルギー使用量の合計が１，５００ｋｌ（原油換算）以上である事業者を「特定事業者」
として国が指定します。
フランチャイズチェーン本部（連鎖化事業者）については、設置しているすべての工場・事業場と一定の条件を満たす加盟店のエネ
ルギー使用量の合計が１，５００ｋｌ（原油換算）以上である事業者を「特定連鎖化事業者」として国が指定します。
特定事業者、特定連鎖化事業者は事業者単位（加盟店含む。）での中長期計画・定期報告、役員クラスのエネルギー管理統括者、
それを補佐するエネルギー管理企画推進者の選任等が必要となります。
なお、３，０００ｋｌ以上の工場・事業場については、「第１種エネルギー管理指定工場等」、 １，５００ｋｌ以上の工場・事業場について

は、「第２種エネルギー管理指定工場等」として国が引き続き指定します。
エネルギー管理指定工場等については、エネルギー管理者又はエネルギー管理員の選任等が必要となります。

［エネルギー管理の体制］
エネルギー管理指定工場ごとにエネルギー管理者等の選任

［計画策定・報告］
第１種エネルギー管理指定工場ごとに中長期計画書を提出
エネルギー管理指定工場ごとに定期報告書を提出

［エネルギー管理の体制］
役員クラスのエネルギー管理統括者の選任
管理統括者を補佐するエネルギー管理企画推進者の選任
エネルギー管理指定工場等ごとにエネルギー管理者等の選任

［計画策定・報告］
事業者単位の中長期計画書・定期報告書の提出義務

改正前

500kℓ1,000kℓ 50kℓ
＜1,500kℓ＜1,500kℓ

事業所 事業所 営業所

1,600kℓ
≧1,500kℓ

事業所

3,600kℓ
≧3,000kℓ

工場

対象外
第二種

エネルギー管理指
定工場として指定

第一種
エネルギー管理指
定工場として指定

対象外 対象外

1,000kℓ +      600kℓ +    100kℓ

事業者全体としてのエネルギー管理

1,700kℓ ≧ 1,500kℓ

事業所 事業所 営業所

この場合、事業者全体で１，５００ｋｌ以上となるため、
特定事業者として指定

改正後
工場・事業場ごとのエネルギー管理

＜1,500kℓ

（参考）（参考）事業者単位及びフランチャイズチェーン単位の裾切り値事業者単位及びフランチャイズチェーン単位の裾切り値
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 ○2008(平成20)年7月　改正環境確保条例公布　〔2010(平成22)年4月：削減義務の開始〕

 ○第１計画期間の削減義務率：６％又は８％（基準年度比）

 ○第２計画期間の削減義務率の見通し：１７％程度（予定）

【今後のスケジュール】
●2010(平成22)年４月　削減義務の開始

●2010(平成22)年９月末まで　基準排出量決定の申請

●2010(平成22)年１１月末まで　計画書の提出

(東京都の取組）

【概要】

 ○計画期間：５年間（第１計画期間：2010-2014、第２計画期間：2015-2019）

温室効果ガス排出総量削減義務と排出量取引制度の概要

　※ 燃料、熱及び電気の使用量が、原油換算で年間1500 ㎘以上の事業所

 ○総量削減義務者：対象となる事業所の所有者(原則)

 ○総量削減義務の対象ガス(特定温室効果ガス)：燃料･熱･電気の使用に伴って排出されるＣＯ2

 ○対象となる施設 ：温室効果ガスの排出量が 相当程度大きい事業所

〔総量削減義務履行の状態〕

■第１計画期間の削減義務率が「▲８％削減」の事業所の場合（例）

（例）
●基準排出量：１００００ﾄﾝ（2002-2007年度のうち、いずれか連続する３カ年度値で設定)
●削減義務率：▲８％削減

５年間で排出可能な

ＣＯ２排出量の限度　　46000ﾄﾝ
 (9200㌧（10000ﾄﾝ×▲8%)×５年間)

５年間の排出量の合計
　
　手法１：自らで削減
　手法２：排出量取引

≧
　
削
減
義
務
履
行

（削減計画期間：５年間） 2010　  2011　 2012　 2013　 2014
年度

◆義務履行手段◆

　手法１：自らで削減（高効率なエネルギー消費設備・機器 への更新や運用対策　など）
　手法２：排出量取引
　　　　　　　①超過削減量（削減義務の対象となる他の対象事業所が、義務量を超えて削減した量）
　　　　　　　　②都内中小クレジット（中小規模事業所の省エネ対策による削減量）
　　　　　　　　③都外クレジット（都外の事業所における削減量。但し一定の上限あり）
　　　　　　　　④再エネクレジット（グリーンエネルギー証書の購入、生グリーン電力など）
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地球温暖化対策の推進に関する法律
（温対法）（平成10年法律第117号）

環境情報の提供の促進等による特定
事業者等の環境に配慮した事業活動
の促進に関する法律（環境配慮促進
法）（平成16年法律第77号）

京都議定書目標達成計画の策定、温
室効果ガスの排出抑制促進による地
球温暖化対策の推進

特定事業者による環境報告書の作
成・公表等による事業活動に係る環境
保全への配慮の確保

事業者 特定建築物の建築主

＜特定事業者＞
事業者全体の1年間の原油換算エネ
ルギー使用量1,500 ㎘以上の事業者

＜第一種特定建築物＞
2,000㎡以上の建築物

＜第二種特定建築物＞
300㎡以上の建築物

国立大学
法人等

上記の要件を満たしている場合、特定
事業者の対象

上記の要件を満たしている場合、特定
建築物の対象

上記の要件を満たしている場合、特定
排出者の対象

国立大学法人86法人中60法人
大学共同利用機関法人4法人中2法人
独立行政法人国立高等専門学校機構

内　容 国の役割

＜経済産業大臣＞
・エネルギー使用の合理化の推進に関
する事業者の判断基準の策定・公表
（法§5Ⅰ）
・特定事業者の指定（法§7Ⅰ）

＜主務大臣＞
・事業者に対する必要な指導及び助言
（法§6）

＜経済産業大臣及び国土交通大臣＞
・エネルギー使用の合理化の推進に関
する建築主等の判断基準の策定・公
表（法§73Ⅰ）

国立大学
法人等の

役割

・エネルギー使用状況の経済産業大
臣への届出（法§7Ⅲ）
・エネルギー管理統括者、エネルギー
管理企画推進者、エネルギー管理員
の選任（法§7の2Ⅰ、§7の3Ⅰ、§13
Ⅰ、§18Ⅰ）
・中長期計画書、定期報告書の作成、
主務大臣への提出（法§14Ⅰ、§15
Ⅰ）
・判断基準Ⅰ（基準部分）の遵守
・判断基準Ⅱ（目標及び計画的措置部
分）の努力義務（中長期的にみて年平
均1パーセント以上のエネルギー消費
原単位の低減等）(経産省告示）

＜第一種特定建築物＞
・新築、一定規模以上の増改築・修繕
又は模様替え、空調設備等の設置又
は一定の改修時に所管行政庁への届
出（法§75Ⅰ）
＜第二種特定建築物＞
・新築及び一定以上の増改築時に所
管行政庁へ届出（法§75の2Ⅰ）

＜第一種・第二種特定建築物＞
・省エネ措置の維持保全状況について
の所管行政庁への定期報告（法§75
Ⅴ、§75の2Ⅲ）

・温室効果ガス算定排出量の事業所
管大臣への報告（法§21の2Ⅰ）

・温室効果ガスの排出の抑制等のた
めの措置に関する計画の作成・公表
（努力義務）（法§22Ⅰ）

・環境報告書の作成・公表（法§9）

・エネルギー使用の合理化に関する状
況が著しく不十分であると認めるとき
→エネルギーの使用の合理化計画の
作成等指示、公表、命令（法§16）
・合理化計画に係る指示・命令に違反
した場合
→100万円以下の罰金（法§95）
・エネルギー使用状況の届出をせず、
又は虚偽の届出をした場合
・中長期計画書の作成・提出をしな
かった場合
・定期の報告をせず若しくは虚偽の報
告をした場合
→50万円以下の罰金（法§96）

・省エネ措置の届出をせず、又は虚偽
の届出をした場合
→50万円以下の罰金（法§96）
＜第一種特定建築物＞
・省エネ措置が著しく不十分な場合
→指示、公表、命令（法§75Ⅱ、Ⅲ、
Ⅳ）
・指示・命令に違反した場合
→100万円以下の罰金（法§95）
＜第一種・第二種特定建築物＞
・省エネ措置が著しく不十分な場合
→勧告（法§75の2Ⅱ）

・事業者の温室効果ガス算定排出量を
報告せず、又は虚偽の報告をした場合
→20万円以下の過料（法§50Ⅰ）

・環境報告書を公表をせず、又は虚偽
の公表をした場合
→20万円以下の過料（法§16）

＜国＞
・京都議定書目標達成計画の策定・公
表（法§8）
・地球温暖化対策推進本部の設置（法
§10）
・地球温暖化対策の総合的・効果的な
推進（法§20Ⅰ）
・政府実行計画の策定（法§20の2）

＜主務大臣＞
・事業者が講ずべき措置に関する排出
抑制等指針の公表（法§21）

＜事業所管大臣＞
・温室効果ガス算定排出量の報告の
集計、環境大臣及び経済産業大臣へ
の通知（法§21の4）
※環境大臣及び経済産業大臣は各事
業所管大臣により通知された情報の
集計・公表（法§21の5Ⅳ）

＜主務大臣＞
・環境報告書の記載事項等の策定・公
表（法§8）

対　　象

エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）（昭和54年法律第49号）

エネルギー使用の合理化の総合的な推進による燃料資源の有効な利用の確
保

＜経済産業大臣＞
・エネルギーの使用の合理化に関する基本方針の策定・公表（法§3Ⅰ）

法 律 名

目　　的

罰　則　等

主な環境関連法令等一覧（H22.4時点のもの）

特定排出者（①又は②に該当する事
業者）
①＜エネルギー起源CO２＞
　事業者全体の1年間の原油換算エネ
ルギー使用量1,500 ㎘以上の事業者
②＜①以外の温室効果ガス＞
　事業者全体で従業員の数が21人以
上かつ事業者全体で温室効果ガスの
種類ごとに二酸化炭素換算で年間
3,000t以上を排出する事業者

特定事業者
（特別の法律によって設立された法人
であって、事業活動に伴う環境への負
荷の程度、事業活動の規模その他事
情等を勘案して政令で個別に規定）
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国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮
した契約の推進に関する法律（環境配慮契約法）
（平成19年法律第56号）

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法
律（グリーン購入法）（平成12年法律第100号）

都民の健康と安全を確保する環境に関する条例
（東京都環境確保条例）（平成12年東京都条例第
215号）

温室効果ガス等の排出削減に配慮した契約の推進
による環境負荷の少ない持続的発展が可能な社会
の構築

環境物品等の調達推進、環境物品等に関する情報
提供等による環境負荷の少ない持続的発展が可
能な社会の構築

環境への負荷を低減するための措置等による、現
在及び将来の都民が健康で安全かつ快適な生活を
営む上で必要な環境の確保

国立大学
法人等

全ての国立大学法人が対象
（国立大学法人は独立行政法人の規定を準用）

全ての国立大学法人が対象
（国立大学法人は独立行政法人の規定を準用）

上記の要件を満たしている場合、地球温暖化対策
事業所の対象

内　容 国の役割

国立大学
法人等の

役割

・温室効果ガス等の排出削減に配慮した契約の締
結実績の概要を取りまとめ・公表、主務大臣（文部
科学大臣）を通じた環境大臣への通知 （法§8Ⅰ～
Ⅱ）

・環境物品等の調達推進のための方針の作成・公
表（法§7）
・環境物品等の調達実績の概要を取りまとめ・公
表・主務大臣（文部科学大臣）を通じた環境大臣へ
の通知（法§8）

＜指定地球温暖化対策事業所＞
・温室効果ガス年度排出量等の知事への届出（条
例§5の8）
・温室効果ガス削減の定量的目標を設定（条例§5
の24Ⅰ）
・地球温暖化対策計画書を作成、知事への提出（条
例§6）
・統括管理者、技術管理者の選任（条例§6の2Ⅰ
～Ⅱ）

＜特定地球温暖化対策事業所＞
・基準排出量に対する削減期間中の排出量の削減
義務（条例§5の11）
（国立大学法人は第一計画期間である2010～2014
年度の５年間の平均で８％削減を義務付け（規則§
4の9の2、規則§4の16）)

－ －

・温室効果ガス年度排出量等の届出をせず、又は
虚偽の報告をした場合
→25万円以下の罰金（条例§160）
・地球温暖化対策計画書を提出せず、又は虚偽の
報告をした場合
→50万円以下の罰金（条例§159）
・削減義務を履行できなかった場合
→義務不足量の1.3倍を削減するよう命令 （条例§
8の5Ⅰ）、事業者名公表（条例§156）、50万円以下
の罰金（条例§159）、知事が代わって必要量を調
達（費用は違反者に求償） （条例§8の5Ⅲ～Ⅳ）

＜都＞
・地球温暖化対策指針の策定・公表（条例§5の4）
・地球温暖化対策事業所の指定（条例§5の8Ⅰ、
§5の8Ⅲ）

＜国＞
・基本方針の策定・公表（法§5）
・温室効果ガス等の排出削減に配慮した契約締結
に関する状況等の整理・分析、結果の情報提供
（法§10）

＜国＞
・基本方針の策定・公表（法§6）

罰　則　等

主な環境関連法令等一覧（H22.4時点のもの）

国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立
行政法人

国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立
行政法人

＜指定地球温暖化対策事業所＞
年度の原油換算エネルギー使用量が1500 ㎘以上
の事業所

＜特定地球温暖化対策事業所＞
年度の原油換算エネルギー使用量が3か年連続で
1500 ㎘以上の事業所

法 律 名

目　　的

対　　象
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科学技術基本計画と国立大学等の施設整備施策

平成8～12年度 第１期科学技術基本計画

第２期科学技術基本計画

第３期科学技術基本計画

平成13～17年度

平成18～22年度

「大学等の施設整備を最重要課題とし
施設整備計画を策定し、計画的に実施」

国立大学等施設緊急整備
５か年計画

第２次国立大学等施設
緊急整備５か年計画

「老朽化施設の再生を中心とした
施設整備計画を策定し、計画的に整備」

「大学等の老朽化・狭隘化する施設を
計画的に整備」

科学技術基本法に基づく
科 学 技 術 施 策

国立大学等の施設整備施策

（平成８年７月２日 閣議決定）

（平成１３年３月３０日 閣議決定）

（平成１８年３月２８日 閣議決定）

整備目標 600万㎡
所要経費 1兆6,000億円

整備目標 540万㎡
所要経費 1兆2,000億円

科学技術基本計画を受け、
計画的に整備

（平成１３年４月１８日 文部科学省）

（平成１８年４月１８日 文部科学省）

第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画の背景

1文部科学省作成資料

・第２期科学技術基本計画（平成１３～１７年度）を受け策

定した『国立大学等施設緊急整備５か年計画』の実

施により、優先的に取り組んできた狭隘解消は計画

通り整備されたが、老朽施設の改善は遅れ、その後

の経年等による需要とあいまって、老朽施設は増加

・第２期科学技術基本計画（平成１３～１７年度）を受け策

定した『国立大学等施設緊急整備５か年計画』の実

施により、優先的に取り組んできた狭隘解消は計画

通り整備されたが、老朽施設の改善は遅れ、その後

の経年等による需要とあいまって、老朽施設は増加

■国立大学等施設の現状と課題

保有面積全体の１／３

・平成１３年度以降に新たに設置された大学院への対応な

ど、新たな教育研究ニーズも発生

■「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」（平成18～22年度）のポイント

基 本 方 針

・老朽施設の再生を最重要課題とした上で、併せて、新たな教育研究

ニーズによる施設の狭隘化の解消を図り、人材養成機能を重視した基

盤的施設及び卓越した研究拠点（教育研究基盤施設）の再生を図る。

・大学附属病院については、先端医療の先駆的役割などを果たすことが

できるよう、引き続き計画的な整備を図る。

Ⅰ．教育研究基盤施設の再生 ①老朽再生 約６８０万㎡ → 約４００万㎡
②狭隘解消 約２８０万㎡ → 約 ８０万㎡

Ⅱ．大学附属病院の再生 約 ８０万㎡ → 約 ６０万㎡

◎整備需要：約１，０００万㎡

⇒緊急に整備すべき対象に重点化

整備目標：約 ５４０万㎡

⇒今後５か年の所要経費

約１兆２，０００億円

・文部科学省による支援を基本としつつ、以下の取組みを一層推進する。

施設マネジメント： 全学的視点に立った施設運営・維持管理、スペースの
弾力的・流動的な活用等

新たな整備手法 ： 寄附・自己収入による整備、産業界・地方公共団体との
連携協力等

整 備 目 標

実 施 方 針

機能上劣化した
老朽施設

耐震性に問題のある
建物

第３期科学技術基本計画（抄）
（平成１８年３月２８日 閣議決定）

○（大学の施設・設備の整備促進は）公共的施設の

中でも高い優先順位により実施される必要がある。

○国は、老朽施設の再生を最重要課題として位置付

け、長期的な視点に立ち計画的な整備に向けて

特段の予算措置を講じる。

（平成１８年４月１８日 文部科学省）

第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画

2文部科学省作成資料
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整備目標（540万㎡）の達成に向けて、全体として431万㎡（80％）と一定程度整備は進捗する見込みだが、
残り２割（109万㎡）の整備が未達成。

第２次５か年計画の達成状況

９，２００億円４３１万㎡６０万㎡５２万㎡３１９万㎡

【７７％】【８０％】【９９％】【６６％】【８０％】
合 計

△６６億円－－－－
第１次５か年計画実績

計上のＰＦＩ事業相当額

９０７億円３４万㎡１１．９万㎡２．１万㎡２０．０万㎡施設整備費補助金等

平成２２年度予算案

８，３５９億円３９７万㎡４７万㎡５０万㎡２９９万㎡

【７０％】【７４％】【７８％】【６３％】【７５％】
計

１，２１１億円４５．７万㎡３．８万㎡２７．９万㎡１４．０万㎡

【１０％】【８％】【６％】【３５％】【４％】各大学の自助努力
［平成20年度まで(実績)］

７，１４８億円３５１．７万㎡４３．９万㎡２２．４万㎡２８５．４万㎡

【６０％】【６５％】【７３％】【２８％】【７１％】施設整備費補助金等
［平成21年度補正予算まで］

１兆２，０００億円５４０ 万㎡６０ 万㎡８０ 万㎡４００ 万㎡整 備 目 標

合 計大学附属病院の再生狭隘解消整備老朽再生整備
施設整備費

整 備 面 積
区 分

注１）合計欄の【 】書は、整備目標に対する進捗率を示す。

注２）施設整備費欄は、施設整備費補助金(不動産購入費を除く)、財政融資資金及び施設費交付金の合計額。 3文部科学省作成資料

1,082

453

397

848

453

749

468

3,616

414

468

1,407

330

496

1,676

545

468

3,957

996

468

1,163

1,027

377

623

451

359

465

436

666

471

425

1,208

466

440

889

468

453

897

457

377

565

519

388

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

億円

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22予算案

1,932億円

1,301億円

4,833億円

2,289億円

2,502億円

4,970億円

2,627億円

1,404億円 1,433億円
1,567億円

2,104億円

1,795億円

第１次国立大学等施設緊急整備
５か年計画期間

第１期科学技術基本計画 第２期科学技術基本計画 第３期科学技術基本計画

第２次国立大学等施設緊急整備
５か年計画期間

1,818億円

1,399億円

補正予算額等
当初予算額（財政融資資金）
当初予算額（施設整備費補助金等）

907億円

国立大学法人等施設整備費予算額の推移

4

国立大学法人等施設整備費予算額は、近年減少傾向にあり、補正予算に依存している状況。

文部科学省作成資料
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国立大学法人等施設の経年別保有面積

0

100

200

300

400

500

S34以前 S35～S39 S40～S44 S45～S49 S50～S54 S55～S59 S60～S64/H1 H2～H6 H7～H11 H12～H16 H17～

面積（万㎡）
（平成２１年５月１日現在）

改修済

未改修の老朽施設

・国立大学法人等の施設は約2,599万㎡
・経年25年以上の老朽施設は約1,509万㎡（約58%）

うち、未改修の老朽施設は約733万㎡（保有面積の約３割弱）

経年25年未満

5

経年２５年以上の老朽施設は約５８％。平成２１年５月１日現在で、未改修の老朽施設は約３割弱存在。

文部科学省作成資料

60%

70%

80%

90%

100%

H18.5 H19.5 H20.5 H21.5 H20'

補正

H21'

予算

H21'

補正

（H21'末）

H22'

予算案

（H22'末）

86.2％

（推計値）

87.1％

（予算案）

（推計値）８７．１％
２９万㎡

（２，１９０万㎡）２，５１４万㎡平成２２年度予算案

（推計値）８６．２％
１０７万㎡

（２，１６１万㎡）
２，５０８万㎡

平成２１年度末見込

平成20年度補正予算

平成21年度当初予算

平成21年度補正予算

８２．４％（２，０５４万㎡）２，４９２万㎡平成２１年５月

耐震化率

（ｂ／ａ）

耐震化施設面積（累計）
（ｂ）

対象施設面積

（ａ）

6

国立大学法人等施設の耐震化の状況

平成21年５月現在で、耐震化率は82．4％となっており、平成22年度末の状況を推計すると87.1％。
なお、建築物の耐震改修の促進に関する法律において平成27年までに少なくとも9割の耐震化が目標とされている。

文部科学省作成資料
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国立大学法人等施設の主な基幹設備の整備状況

7

主な基幹設備については、法定耐用年数を超えるものの割合が高くなっており、特に受水層設備や排水処理設
備、暖房熱源設備（ボイラ等）については、その割合が50％を超えている。

文部科学省作成資料
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11%

9%

10%

7%

11%

4%

7%

8%

17%

21%

11%

12%
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11%
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24%

21%

25%

39%

27%

19%

24%

49%

34%

35%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経年30年以上 経年25～29年 経年20～24年 経年15～19年 経年10～14年 経年10年未満

合計

耐用年数が
超過してい

る台数 台数計

89 221

257 582

64 246

1,590 2,648

331 472

537 890

581 1,337

3,449 6,396
（５４％） （１００％）

特別高圧受変電設備

自家用発電設備

中央監視設備

受水槽設備

排水処理設備

暖房熱源設備
（ボイラ等）

冷房熱源設備
（冷凍機等）

※法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令に基づく耐用年数）はそれぞれ１５年

平成２１年５月１日現在（台数ベースで集計）

世界規模及び大陸規模の気温変化 今後の気温上昇の予測

地球環境問題への対応

8

世界規模で、地球温暖化の進行が予測されており、その影響の大きさや深刻さから見ても世界共通の喫緊の課題。

出典：環境省「平成20年版環境・循環型社会白書 」
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業務部門業種別エネルギー消費量の推移

2,832

2,709

2,375

2,024

1,194
1,090
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その他
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病 院

ホテル・旅館

学 校

飲食店

卸・小売業

デパート

事務所・ビル

(1015J)

9

資料：(財)日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」、資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」により(財)日本エネルギー経済研究所推計

(注)｢総合エネルギー統計｣は、1990年度以降の数値について算出方法が変更されている。

学校を含め、エネルギー消費量は増加傾向にあり、業種に関わらず地球環境問題への対応が課題。

産学連携の推進により、民間企業等との共同研究が平成１６年度に比べ１．５倍に増加。
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（文部科学省調べ）

（件）

1.5倍に増加

民間企業等との共同研究の実施事業
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若手研究者スペースの確保状況

科学技術政策研究所「科学技術人材に関する調査(2009年３月)」より作成

11

近年、若手研究者等が増加する一方、国公私立大学とも「若手研究者のスペースはない」と回答した割合は６割
以上。若手研究者スペースの確保が課題。
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7,196

8,033

192

165

199
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1,574

1,867
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644

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2004 2005 2006

人
数

年　　度

国立大学 公立大学 私立大学 大学共同

近年、若手研究者等は増加の一途

ポストドクター等数の推移

「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調査」
文部科学省（２００８）

教育研究施設面積に対する共同利用スペースの割合の推移（国立大学）

10.34%
10.04%

9.79%

8.44%

6.75%
6.47%6.26%

5.12%

3.58%3.57%3.53%3.32%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

H18 H19 H20 H21

共同利用スペース

共通的スペース

競争的スペース

※根拠となるデータは、各年度５月１日現在
（参考）
・共同利用スペース（共通的スペース＋競争的スペース）
　　　　　　　　　　　　　：学内規定等で定められている弾力的・流動的な使用が可能な共同利用のための教育研究スペース
・共通的スペース：共同実験室など、共通的に使用するためのスペース
・競争的スペース：プロジェクト研究など、競争的に使用するためのスペース

共同利用スペースの状況

12

共同利用スペースは増加傾向にある。国立大学では、教育研究施設面積に対し約10％が共同利用スペースに
充当され、うち、２／３程度を共通的スペース、１／３程度を競争的スペースに配分する傾向。

文部科学省作成資料
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外国政府派遣留学生数

(各年5月1日現在)

留学生総数

私費留学生数(内数)

国費留学生数(内数)
外国政府派遣留学生数(内数)

我が国の高等教育機関に在籍する外国人留学生数の推移

13

グローバル化の進展により、留学生数は増加傾向にあり、受入れ環境の整備に課題。

独立行政法人日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査結果」

留学生数（人）
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20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000分娩件数

救急車搬送患者数
件

人

国立大学附属病院の手術件数 国立大学附属病院における分娩数・救急搬送件数の増加

医療の高度化や地域医療の機能強化①

14

文部科学省作成資料 国立大学附属病院長会議調べ

地域医療の最後の砦である附属病院の手術件数、分娩数、救急搬送件数は増加の一途。
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200,90114,75810,3242007

195,66314,54910,4562006

198,38216,14611,3002005

170,69514,20910,0032004

181,30316,06311,0432003

世界全体日本全体
国立大学

全体

06年～07年にかけて世界全体の論文数が２．７％増えたにもかかわらず、日本全体では１．４％の微増。
さらに、国立大学全体では１．３％低下。これは我が国における臨床医学研究に係る国際競争力が低下しているこ
とを示している。

University Science Indicators Japan 1981-2007（トムソン・ロイター社）
をもとに国立大学協会が分析
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国立大学協会作成資料

※臨床医学研究に係る論文数

※

臨床医学研究の国際競争力（臨床医学論文数の推移）

15

医療の高度化や地域医療の機能強化②

※ＬＣＣ（ライフサイクルコスト）：企画設計段階、建設段階、運用管理段階及び解体再利用段階にわたる建築物の生涯に必要なすべてコストを指す

・ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）のうち、運用管理段階に発生する保全費、修繕費、改善費や運用費（光熱水費等）を含む運用管理
費（ランニングコスト）は非常に大きく、初期の建設費（イニシャルコスト）の４～５倍に達する例もある。

・建物の整備に当たっては、運営管理費のリスクを十分考慮し検討することが必要。

図１：建物ＬＣＣの概念

図３：ＬＣＣの経年推移イメージ

大区分 中区分 コスト（千円） 占有率（％）

企画設計コスト 建設企画コスト 3,328 0.1%
現地調査コスト 3,092 0.1%
用地取得コスト 2,017 0.1%
設計コスト 43,904 1.2%
効果分析コスト 728
環境管理コスト 728
設計支援コスト 2,887

（小計） 56,684 1.6%
建　設　コスト 工事契約コスト 1,109

建設工事コスト 918,634 25.1%
工事管理コスト 14,931 0.4%
施工検査コスト 754
環境対策コスト 967
建設支援コスト 4,268 0.1%

（小計） 940,663 25.7%
運用管理コスト 　保　全　コスト 794,710 21.7%

　修　繕　コスト 869,545 23.8%
　改　善　コスト 78,351 2.1%
　運　用　コスト 483,538 13.2%
一般管理コスト 187,226 5.1%
運用支援コスト 187,226 5.1%

（小計） 2,600,596 71.1%
解体再利用コスト 　解　体　コスト 38,498 1.1%

 再利用　コスト 19,928 0.5%
環境対策コスト 322

（小計） 58,748 1.6%

総　　　計 3,656,691 100.0%

建設コスト
１／４程度

維持修繕・
運営管理で
３／４程度

表１：中規模事務所建築物のＬＣＣモデル（６５年間のＬＣＣモデル）

出典 図１：ＵＤＩまちづくりステーションＨＰより 図２、図３：（社）建設設備維持保全推進協会編「ビルディングＬＣビジネス百科」より
表１：「建築物のライフサイクルコスト」（国土交通省官庁営繕部監修）より

建物ＬＣＣの構成をみると建設費
はあくまで氷山の一角

図２：ＬＣＣの内訳

建築物のライフサイクルコスト
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建物種別毎の改修率【（25年以上の改修済面積＋25年未満の面積）÷保有面積】
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建物種別毎の改修率・整備率

建物種別毎の整備率【保有面積÷必要面積】
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17

平成21年５月１日現在で、建物種別毎の改修率は平均72％、整備率は平均91％。
建物種別によりバラつきがあり、整備状況も踏まえつつ、今後の支援の在り方の検討が必要。

いずれも文部科学省作成資料

▼91%(H21.5.1の平均)

新たな整備手法による整備実績（平成１８～２０年度）①

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

高等専門学校

共同利用機関

大学設備室等

大学管理施設

附属病院

附属学校

大学宿泊施設

大学支援施設

大学体育施設

大学図書館

産学連携施設

大学院施設

学部施設

整備面積（万㎡）

寄附 地方公共団体との連携 他省庁等との連携 借用 企業による整備 長期借入金 目的積立金 間接経費 その他

※土地処分収入による整備を除く

18

多様な整備手法による整備が実施されており、学部施設・大学院施設に加え、産学連携施設・大学支援施設・大
学宿泊施設などは自助努力による整備が進捗。

文部科学省作成資料
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４０件 約２万３千㎡

○ 主たる内容
・教育研究スペース 28件 20,100㎡
・診療スペース等 3件 700㎡

６６件 約１万㎡

○ 主たる内容
・教育研究スペース 32件 4,200㎡
・留学生宿舎等 7件 2,900㎡

４４件 約３万７千㎡

○ 主たる内容
・国土交通省(まちづくり交付金） 1件
・国土交通省(景観施設整備推進費) 2件
・経済産業省(新事業支援施設) 2件
・〃(地域企業立地促進等共用施設整備事業)1件
・文化庁(重要文化財等保存整備費補助金) 1件
・中小企業基盤機構（企業家育成施設） 5件
・21世紀職業財団（保育所） 14件
・新エネルギー・産業技術総合開発機構

（ＥＳＣＯ事業等） 5件
・(財)化学技術戦略推進機構 1件

２２１件 約１０万１千㎡

○ 主たる内容

・教育研究施設 43件 41,900㎡

・福利施設・課外活動施設 45件 18,300㎡
・講堂等 16件 13,400㎡
・附属病院 30件 21,400㎡

１．寄付による整備

２．地方公共団体との連携による整備

９件 約５千㎡

○ 秋田大学
・PET-CT棟の整備のための補助金交付(秋田県)

○ 愛媛大学
・南予水産研究センターのための庁舎の無償
貸与(愛南町)

２-1．地財特法施行令の改正に伴う
自治体からの寄付等（施設関連）

５件 約１万５千㎡

○ 岐阜大学

・岐阜薬科大学研究棟を市が整備し、その一

部を連合大学院として有償借用
○ 熊本大学
・県の補助金を活用し財団法人が共同研究施設
を整備

２-2．地方公共団体による整備

２-3．地方公共団体等からの借用に
よるスペースの確保

３．他省庁等との連携による整備

５．借用による学外スペースの確保

６８件 約１万５千㎡

○ 主たる内容
・東京大学 世界ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙ研究拠点ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
・熊本大学 グローバルＣＯＥ

（若手研究者支援等共用棟の整備）
・横浜国立大学 若手研究者用実験研究室の整備

７．受託研究費(間接経費)による整備

新たな整備手法による整備実績計
８３９件 約４６万㎡

１２件 約３万４千㎡

○ 主たる内容

・学生宿舎 9件 32,600㎡

・動物病院 3件 1,500㎡

６．長期借入金による整備

１６８件 約１０万㎡

○ 主たる内容
・教育研究施設 67件 41,900㎡
・福利厚生施設等 23件 13,000㎡
・宿泊施設 17件 26,100㎡

８．目的積立金による整備

２３件 約７万３千㎡

○ 主な内容
・東京大学 海洋研究所移転整備
・九州大学 伊都キャンパス移転整備

10.土地処分収入を活用した整備

４．企業による整備

１１件 約９千㎡

○ 主たる内容

・共同研究施設 2件 6,500㎡

・福利厚生施設等(独立採算型) 7件 2,400㎡ １７２件 約３万５千㎡

○ 主たる内容
・教育研究施設 28件 9,300㎡
・附属病院 67件 7,600㎡

９．その他自己財源による整備

新たな整備手法による整備実績（平成１８～２０年度）②

19文部科学省作成資料

ＰＦＩ事業に関する文部科学省の取組

金沢大学 （角間Ⅱ）附属図書館等

神戸大学（六甲台２）総合研究棟（農学系）改修

【【２００３２００３】】 １４事業１４事業

・政策研究大学院大学（六本木）校舎・政策研究大学院大学（六本木）校舎

・総合地球環境学研究所（上賀茂）総合研究棟等・総合地球環境学研究所（上賀茂）総合研究棟等

・金沢大学（角間・金沢大学（角間ⅡⅡ）附属図書館等）附属図書館等棟棟

外外１１１１事業事業

【【２００４２００４】】 １０事業１０事業

・北海道大学環境資源バイオサイエンス研究棟改修・北海道大学環境資源バイオサイエンス研究棟改修

・大阪大学（吹田１）研究棟改修（工学部）・大阪大学（吹田１）研究棟改修（工学部）

・東北大学（三条）学生寄宿舎・東北大学（三条）学生寄宿舎

外７外７事業事業

【【２００５２００５】】 １事業１事業

・神戸大学（六甲台２）総合研究棟（農学系）改修・神戸大学（六甲台２）総合研究棟（農学系）改修

【【２００６２００６】】 １事業１事業

・九州大学（伊都）実験施設・九州大学（伊都）実験施設

【【２００７２００７】】 １事業１事業
・東京大学（海洋研）総合研究棟施設整備事業・東京大学（海洋研）総合研究棟施設整備事業

【【２００８２００８】】 １事業１事業

・筑波大学附属病院再開発整備事業・筑波大学附属病院再開発整備事業

１４大学１４大学 ２８２８事業を実施事業を実施

【【今後の予定事業今後の予定事業】】

・・東京大学（本郷）総合研究棟施設整備事業 他他

事業費総額 約２，４９０億円
（うち施設整備費補助金 約８９４億円）

整 備 面 積 約５１万㎡
（うち改修２２万㎡）

事 業 方 式 ＢＴＯ １９事業
ＢＯＴ ４事業
（３事業は内数）
Ｒ Ｏ ８事業

東北大学（三条）学生寄宿舎

２０００２０００ 文部科学省におけるＰＦＩ事業の取組について検討を開始文部科学省におけるＰＦＩ事業の取組について検討を開始
２００１２００１ 国立大学等施設のＰＦＩ導入可能性調査に着手国立大学等施設のＰＦＩ導入可能性調査に着手
２００３２００３ 国立大学等施設のＰＦＩ事業の実施国立大学等施設のＰＦＩ事業の実施
２００４２００４ 国立大学等の法人化（実施主体は国から国立大学法人等へ）国立大学等の法人化（実施主体は国から国立大学法人等へ）
２００６２００６ これまで実施した事業の評価と今後の推進方策の調査研究これまで実施した事業の評価と今後の推進方策の調査研究
２００７２００７ 今後の国立大学法人等ＰＦＩ事業の進め方を策定今後の国立大学法人等ＰＦＩ事業の進め方を策定
２００８２００８ 今後の国立大学法人等ＰＦＩ事業の考え方を策定今後の国立大学法人等ＰＦＩ事業の考え方を策定

国立大学法人等で実施されるPFI事業

国立大学法人等施設整備PFI事業の実施状況 （ ２００３ ～ ２００８ ）

１．教育研究施設（実験施設を含む）１．教育研究施設（実験施設を含む）
２．図書館２．図書館
３．宿泊施設（学生宿舎、国際交流施設等）３．宿泊施設（学生宿舎、国際交流施設等）
４．福利厚生施設４．福利厚生施設
５．５．医療施設医療施設
６６．立体駐車場．立体駐車場

これまでにこれまでにPFIPFIを実施した事業を実施した事業

課題の検討と今後の推進方策

総合地球環境学研究所（上賀茂）総合研究棟等

１．文教施設整備施策におけるＰＦＩ事業の在り方１．文教施設整備施策におけるＰＦＩ事業の在り方
（独立採算型ＰＦＩ，改修ＰＦＩ等）（独立採算型ＰＦＩ，改修ＰＦＩ等）

２．国立大学法人の特色を踏まえたＰＦＩ事業スキームの検討２．国立大学法人の特色を踏まえたＰＦＩ事業スキームの検討
（（レンタルラボの活用レンタルラボの活用等）等）

国立大学法人等施設整備ＰＦＩ事業の実施状況
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これまでに、PFI方式により２８の施設整備事業が実施されており、引き続き民間資金を活用した整備の推進に期待。
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○従前の長期借入等の対象範囲○従前の長期借入等の対象範囲

◆ 附属病院の用に供するために行う土地の取得等
◆ 国立大学法人等の施設の移転（キャンパス移転）のために行う土地の取得等

長期借入金等の対象範囲を拡大（平成１７年１２月政令改正）長期借入金等の対象範囲を拡大（平成１７年１２月政令改正）

○対象範囲の拡大内容○対象範囲の拡大内容
① 一定の収入が見込まれる施設の用に供される土地の取得であって、長期借入金等を償還できる

見込みがあるもの。
【具体の対象】

○入居者からの寄宿料を償還財源とした学生寄宿舎の整備
○入居者からの寄宿料を償還財源とした職員宿舎や外国人研究者の宿泊施設等の整備
○診療報酬を償還財源とした動物病院の整備
○施設使用料を償還財源としたインキュベーション施設、ベンチャービジネスラボラトリー等（産学連携施

設）の整備

② 業務の実施に必要な土地の取得であって長期借入金等により一括して取得することが、補助金
等により段階的に取得する場合に比して相当程度有利と認められるもの。

国立大学法人の長期借入金等の対象範囲拡大について
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